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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
  

第一部 【企業情報】

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 96,456 106,748 111,423 128,803 134,059

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) 1,844 3,750 3,206 4,142 △163

当期純利益 (百万円) 1,182 1,368 1,829 1,624 479

純資産額 (百万円) 67,032 66,374 70,604 71,814 74,943

総資産額 (百万円) 145,986 135,395 140,739 144,537 154,614

１株当たり純資産額 (円) 665.01 657.87 699.95 712.05 743.53

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 11.73 12.94 17.59 15.61 4.68

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 45.9 49.0 50.2 49.7 48.5

自己資本利益率 (％) 1.8 2.1 2.7 2.3 0.7

株価収益率 (倍) 28.47 24.26 23.08 30.75 114.13

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,057 15,532 10,576 10,596 △2,498

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,152 △5,863 △13,474 △8,981 △2,873

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,217 △12,642 917 △2,607 8,715

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 12,098 9,033 6,989 6,086 10,494

従業員数 (人) 2,770 2,510 2,476 2,461 2,573



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び連結ベースの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、

潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 第106期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用している。 

  

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 81,715 91,158 96,111 111,960 116,035

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) 1,203 2,738 2,222 3,223 △1,370

当期純利益 (百万円) 843 822 1,295 1,561 431

資本金 (百万円) 5,040 5,040 5,040 5,040 5,040

発行済株式総数 (千株) (100,800) (100,800) (100,800) (100,800) (100,800)

純資産額 (百万円) 63,366 61,983 65,841 66,993 69,840

総資産額 (百万円) 123,078 121,351 128,053 133,464 140,842

１株当たり純資産額 (円) 628.65 614.57 652.88 664.35 692.98

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

5.00

(2.50)

１株当たり 
当期純利益金額

(円) 8.36 7.78 12.47 15.11 4.28

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 51.5 51.1 51.4 50.2 49.6

自己資本利益率 (％) 1.4 1.3 2.0 2.4 0.6

株価収益率 (倍) 39.95 40.35 32.55 31.75 124.65

配当性向 (％) 59.8 64.2 40.1 33.1 116.7

従業員数 (人) 1,431 1,231 1,256 1,260 1,087



２ 【沿革】 

当社は、昭和９年４月11日(設立登記日は昭和９年４月24日)ぶりきの製造を目的として設立(資本金５

百万円)され、本社を大阪市、工場を山口県下松市に設置し、一社一工場の組織をもって発足した。 

その後の当社グループの主な変遷は次のとおりである。 

  

 
  

年月 事項

昭和10年２月 下松工場において操業開始。

昭和11年12月 事業目的に「機械器具の製作販売」を追加。

昭和12年５月 特許製鈑株式会社(現：鋼鈑工業株式会社、連結子会社)の株式取得。

昭和17年４月 事業目的に「銅、亜鉛、アルミニューム等非鉄金属及び其の合金の板、管、棒、条等の製造販

売」を追加。

昭和19年12月 本社を東京都日本橋区本町２丁目５番地に移転し大阪本社を大阪支社とする。

昭和24年５月 東京・大阪証券取引所に株式を上場。

昭和27年３月 本社を東京都千代田区霞が関３丁目３番地に移転。

昭和43年11月 鋼鈑建材株式会社を設立。(現：ＫＹテクノロジー株式会社、連結子会社)

昭和49年12月 山橋工業株式会社の株式取得。(現：ＫＹテクノロジー株式会社、連結子会社)

昭和50年５月 事業目的に「建築材料の製作販売」「建設工事の設計監理及び請負」を追加。

昭和60年６月 事業目的に「硬質合金及びセラミックスの製造、加工、販売」及び「電子機器並びにその材料、

部品の製造、販売」を追加。

平成元年４月 鋼鈑商事株式会社を設立。(現：連結子会社)

平成９年３月 丸紅株式会社と合弁でマレーシアにTOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.を設立。(現：連結子会

社)

平成12年４月 本社を東京都千代田区四番町２番地12(現在地)に移転。

平成16年９月 丸紅株式会社と合弁で中国(香港)に東志投資有限公司を設立。（現：連結子会社）

平成16年11月 

 

東志投資有限公司がカイファ・マグネティクス社と合弁で中国(深圳)に深圳東紅開発磁盤有限公

司を設立。（現：連結子会社）

平成17年４月 

 

鋼鈑建材株式会社と山橋工業株式会社が合併し、商号をＫＹテクノロジー株式会社に変更。

（現：連結子会社）

 

 

深圳東紅開発磁盤有限公司が中国(香港)に東紅開発磁盤香港有限公司を設立。（現：連結子会

社）

平成17年６月 事業目的に「機能性フィルム(樹脂フィルム等)の製造、販売」を追加。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、親会社、子会社10社及び関連会社２社で構成されている。 

当社グループにおいて営まれている主な事業は、ぶりき、ティンフリースチール等の鋼板及び鋼板の加

工品並びに硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等の製造、販売である。当社及び関係会社の

各事業における位置づけと事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりである。 

① 鋼板及び鋼板の加工品の製造販売(鋼板関連事業セグメント) 

当社は、原材料の一部を関連会社(幸商事㈱)より、副資材等の一部を親会社(東洋製罐㈱)より購入

し、当社及び子会社２社(鋼鈑工業㈱、ＫＹテクノロジー㈱)において製造、加工を行っている。上記子

会社のうち、鋼鈑工業㈱は包装用資材を製造、販売し、ＫＹテクノロジー㈱は包装用資材、鋼板の加工

品を製造、販売している。子会社(東洋パックス㈱)は鋼板の截断、検定、包装作業を行い、子会社(東

洋パートナー㈱)は厚生関連業務等を行っている。 

鋼板の販売は当社が行うとともに、子会社(鋼鈑商事㈱)及び幸商事㈱を通して行っている。また、当

社から東洋製罐㈱に鋼板の一部を販売している。子会社(共同海運㈱)及び関連会社(下松運輸㈱)は製品

の運搬を行っている。 

  

 

  
(注) １．鋼鈑建材㈱及び山橋工業㈱は、平成17年４月１日をもって合併し、ＫＹテクノロジー㈱となった。 

２．㈱鋼鈑ビルは、平成17年６月28日をもって商号を東洋パートナー㈱に変更した。 

３．幸商事㈱は、平成18年４月１日をもって他２社と合併したことにより、当社の関連会社に該当しないこと 

  になった。 

  

② 硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等の製造、販売(機能材料関連事業セグメント) 

国内においては、当社及び鋼鈑工業㈱が製造、販売を行っている。また、海外においては、子会社

(TOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.並びに深圳東紅開発磁盤有限公司、東紅開発磁盤香港有限公司)が

電子機器部品の製造、販売を行っている。 

 



４ 【関係会社の状況】 

(1) 親会社 

  

 
(注) １ 上記の親会社は有価証券報告書を提出している。 

     ２ 平成18年６月29日付で当社代表取締役社長が当該親会社の取締役に就任している。 

  

(2) 連結子会社 

  

 
(注) １ 上記の連結子会社のうち鋼鈑商事㈱、鋼鈑工業㈱、TOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.、東志投資有限公司

並びに深圳東紅開発磁盤有限公司は特定子会社である。 

２ 上記の連結子会社はいずれも有価証券届出書または有価証券報告書を提出していない。 

３ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

４ 東志投資有限公司及び深圳東紅開発磁盤有限公司は、前連結会計年度において非連結子会社であったが、当

連結会計年度より連結子会社としている。 

５ 鋼鈑商事㈱は、連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高は除く。)が10％を超えている。 

 
  

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の
被所有割合
(％)

関係内容

東洋製罐㈱ 東京都千代田区 11,094
空缶・容器等
の製造販売

47.6

当社の製品を購入している。 
当社は資金の貸付を受けてい
る。 
(役員兼任４人)

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

鋼鈑商事㈱ 東京都千代田区 160 鋼板関連事業 100.0

当社の製品を販売している。 
当社から資金の貸付を行ってい
る。 
(役員兼任３人、出向１人)

鋼鈑工業㈱ 山口県下松市 150
鋼板関連事業
及び機能材料 
関連事業

100.0

当社の製品を購入し、また当社
に製品を販売している。 
当社から資金の貸付を行ってい
る。 
(役員兼任５人、出向８人)

ＫＹテクノロジー㈱ 山口県下松市 90 鋼板関連事業 100.0

当社の製品を購入し、また当社
の製品の包装用資材の加工作業
をしている。 
当社から資金の貸付を行ってい
る。 
(役員兼任３人、出向１人)

百万リンギット

TOYO- MEMORY TECHNOLOGY 
SDN.BHD.

マレーシアケダ州 75
機能材料関連
事業

60.0
当社が債務保証を行っている。
(役員兼任３人)

千米ドル

東志投資有限公司 中国香港 7,612
機能材料関連
事業

60.0
当社から資金の貸付を行ってい
る。 
(役員兼任２人)

千米ドル

深圳東紅開発磁盤有限公司 中国広東省深圳市 14,926
機能材料関連
事業

51.0
(51.0)

(役員兼任１人、出向等１人）

千米ドル

東紅開発磁盤香港有限公司 中国香港 100
機能材料関連
事業

100.0
(100.0)

(役員兼任１人、出向等１人)

主要な損益情報等 (1) 売上高 20,289百万円

(2) 経常利益 98百万円

(3) 当期純利益 53百万円

(4) 純資産額 785百万円

(5) 総資産額 4,905百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略している。 

３ 年間平均給与(管理職を除く)は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

４ 従業員数が前期末に比べ173名減少したのは、主として特別早期退職制度実施によるものである。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社には、東洋鋼鈑労働組合が組織されており、日本基幹産業労働組合連合会に加盟している。同組合の平

成18年３月31日現在の組合員数は797名で今期中特記すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

鋼板関連事業 1,352

機能材料関連事業 1,221

合計 2,573

従業員数(人) 平均年令(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

1,087 39.3 19.0 5,623,033



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の大幅な改善に伴う設備投資の増加や国内民間需要

の伸びに支えられ、堅実な回復の基調をたどった。  

 鉄鋼の国内需要は、建設関連において、土木が低調に推移したものの、製造業関連では造船、自動

車、産業機械など幅広い部門が好調で、高水準を持続した。輸出は、東南アジア向け及び中国向けの落

ち込みにより減少した。 

このような状況の下で、当社グループ（当社及び連結子会社）は受注の確保に鋭意努力した結果、当

期の連結売上高は、前期比52億55百万円増の1,340億59百万円となった。しかしながら、鋼板関連事業

の受託生産を除いた販売数量の減少、高採算品種比率の低下及び製造原価の大幅な増加により収益が悪

化し、コストダウンに注力したが、連結経常損失は１億63百万円（前期は経常利益41億42百万円）の計

上となった。また税引後の連結当期純利益は、特別利益の計上により４億79百万円（前期比11億44 百

万円の減）となった。  

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

  

① 鋼板関連事業 

原材料価格上昇の中でコストダウンと拡販に努めたが、国内外の需要動向と価格対応の影響から、受

託生産を除いた販売数量は減少した。  

 缶用材料等については、ぶりき、ハイトップ（ティンフリースチール）及びハイペット（缶用ラミネ

ート材）は、食缶向けの飲料缶用ラミネート材は増加したが、美術缶及び18リットル缶向けは市場が回

復せず減少した。  

 シルバートップ（電気亜鉛メッキ鋼板）は、海外向けのベアリング・事務用機器向けは好調だった

が、国内向けの各用途において低調に推移した。 

 ニッケルトップ（ニッケルメッキ鋼板）は、自動車向けは大幅に増加し、電池向けも堅調に推移した

が、ブラウン管用部材は在庫調整のため大幅に減少した。 

 ビニトップ（高級化粧鋼板）は、電気機器向けの冷蔵庫用は堅調に推移したが、建築材料向けのプレ

ハブ及びユニットバス用は市況低迷のため低調に推移した。 

 薄板類は、受託生産は増加したものの、ブラウン管用の特殊薄板（シャドウマスク）が市場の縮小に

よる需要の低迷と昨年来の在庫調整により大幅に減少し、梱包用帯鋼向けも振るわなかった。  

 その他の品種は、物流器材関係は前期並だったが、物置などの建材関係が市況低迷のため大幅に減少

した。  

 この結果、鋼板関連事業全体の売上高は前期比２億25百万円増の1,089億51百万円となったが、営業

損益については前期に比べ47億79百万円減少し、24億４百万円の営業損失となった。  

  

② 機能材料関連事業 

主力の磁気ディスク用基板は、旺盛な需要と国内外での生産能力増強により、アルミ基板及びガラス

基板ともに大幅に増加した。 

 硬質合金は好調を持続し、機械器具も前期並に推移したが、クラッド材は携帯電話向け用途の低迷に

より大きく減少した。 

 この結果、売上高は前期比46億25百万円増の252億24百万円、営業利益は25億43百万円（前期比５億

35百万円の増）の計上となった。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ44億７百万円増加し、当連結会計年度末には104億94百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の減少は24億98百万円（前期は105億96百万円の増加）

となった。これは前期に比べ、減価償却前利益が減少したこと、特別早期退職制度等実施に伴う退職金

の支出があったこと、法人税等の支払額の増加及び社内預金制度廃止に伴う支出があったこと等による

ものである。  

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は28億73百万円（前期比68.0％減）となった。こ

れは前期に比べ、有形固定資産の取得による支出が増加したものの、有形固定資産の売却による収入が

増加したこと等によるものである。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動による資金の増加は87億15百万円（前期は26億７百万円の減少）と

なった。これは、短期借入金の借入及び社債の発行による収入があったこと等によるものである。  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は販売価格をもって示している 

２ 消費税等は含まない。 

  

(2) 受注状況 

  

 
(注) １ 鋼板関連事業の一部の製品は見込み生産を行っているため、受注高及び受注残高には含んでいない。 

２ 消費税等は含まない。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

 
２ 消費税等は含まない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

鋼板関連事業 105,063 2.9

機能材料関連事業 24,449 21.2

合計 129,512 5.9

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

鋼板関連事業 105,429 △2.5 27,678 △3.3

機能材料関連事業 25,711 23.6 2,520 34.1

合計 131,140 1.7 30,199 △1.0

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度 前期比(％)

鋼板関連事業(百万円)            108,951        0.2

機能材料関連事業(百万円)            25,224     22.5

セグメント間売上の消去(百万円)                         △116    △77.6

合計(百万円)                       134,059     4.1

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

東洋製罐㈱ 17,567 13.6 20,382 15.2

丸紅㈱ 10,239 8.0 13,996 10.4



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しについては、わが国経済は国内民間需要に支えられて景気回復の持続が見込まれるが、一

方、原油価格の動向が内外経済に与える影響等には留意する必要があると思われる。 

このような情勢下にあって当社は、一刻も早く現下の厳しい経営環境から脱却するため、執行役員制

度、本部制導入等による経営組織の改革を行い、経営環境の変化に迅速な対応をするとともに、下記の項

目を重点課題として業績回復に取り組んで行く。 

(1) 鋼板関連事業については、急激に変化する鉄鋼需要、市場の海外へのシフトに対応するため、製造コ

ストを徹底的に見直し、低減させるとともに、主力の環境対応型商品の技術をさらに発展させ、その他

の表面処理鋼板等についても品質、技術、価格等厳しい国際競争に勝ち抜く努力を傾注する。また、環

境対応型ラミネート材を中心とする当社グループ独自の優れた技術を世界に向けて拡げて行く。 

(2) 機能材料関連事業については、磁気ディスク用基板、硬質材料及びクラッド材の品質、技術及び生産

性の向上とコストダウンを図り、海外を中心に拡販を進める。また、機能性フィルム材の市場開拓にも

積極的に注力して行く。 

(3) 新規事業については、当社の持つ圧延、表面処理、有機被覆技術を生かした製品開発と優れた特性を

有する新素材の研究開発及び事業化を迅速に推進して行く。新規商品であるファイバーコート（植毛鋼

板）を機能性建材商品として、はんだ用アルミニウム板を実装基盤（ヒートシンク）用途に拡販して行

く。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業等のリスクは次のようなものがある。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

る。 

  

(1) 原材料の市況価格の動向等に関する事項 

資材、副資材を適正価格で安定的に確保することは、当社グループの安定経営の最重要事項となって

いる。今後の国際的な原材料の市況価格の動向等が当社グループの経営成績等に大きな影響を与える懸

念がある。 

  

(2) ユーザーの生産の海外シフトに関する事項 

①ユーザーの生産拠点が海外に進出することにより、当社グループの輸出比率が徐々に高まり、当期は

24.7％となっている。副資材の米ドル建て輸入があるものの、外国為替の変動が当社グループの経営

成績等に大きな影響を与える懸念がある。 

②当社グループの合弁事業及び輸出先として中国、韓国、東南アジアの割合が高く、当該諸国の政治、

経済及び社会的安定は当社グループの販売戦略に不可欠の条件である。これらの国々の景気、通貨価

値あるいは政治情勢の変動にも上記①と同様の懸念がある。 

  

(3) その他の事項 

当社グループが属している鉄鋼業は、その製造拠点として広い土地と大型の機械設備の保有が必要不

可欠の条件となっている。なかでも当社は１社１工場であり、山口県下松市に唯一の生産拠点を置いて

いる。 

風水害、地震、火災等による製造設備の被災で生産停止や減産になることが、当社グループの経営に

大きな影響を与える恐れがある。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 当社は、平成17年９月27日に大和ハウス工業株式会社と不動産売買契約を締結した。 

 ① 譲渡資産    所在地 千葉県浦安市千鳥11番１ 

           物件  土地 74,319㎡ 

 ② 譲渡価額    148億円 

 ③ 譲渡日（予定） 平成18年３月（全体の６割） 

           平成18年６月（残りの部分）    

 (注)最終の引渡は平成18年７月となる予定である。 

  

(2) 当社は、平成18年３月29日に新日本製鐵株式会社と連携施策及び出資等に関する覚書を締結した。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の研究開発に関しては、技術研究開発部門が中心となり、商品開

発、技術、市場開発、営業並びに製造の各部門が相互に有機的な連携をとり、快適な生活環境の保全や高

度情報化といった新しい社会ニーズに対応するため、主力製品である缶用材料をはじめ、各種表面処理鋼

板及び鋼板の加工品、電池材料、硬質合金、ハードディスク材料（磁気ディスク用基板）、クラッド材、

新素材及び新機能材料、機械器具等の各分野において、顧客満足を先取りした新材料・新技術の開発を目

的として研究開発を進めている。 

当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費は2,395百万円であり、各事業の種類別セグメ

ントにおける研究目的、研究課題、研究成果並びに研究開発費は、次のとおりである。 

  

① 鋼板関連事業 

当連結会計年度における鋼板及び鋼板の加工品の研究開発は、循環型社会に対応し、環境保全に配慮

した材料・技術の開発、並びに原材料高騰に対応するコストダウンのための技術開発に重点を置いて進

められた。 

缶用材料分野では、環境に優しいポリエステルフィルムを被覆した缶用材料への更なる適用拡大、並

びにコストダウンのための開発に注力した結果、コストダウンに対応する新プロセスや材料の開発に進

展が見られた。 

その他の表面処理鋼板分野では、環境負荷の少ない塩ビ代替の樹脂被覆鋼板並びにクロムフリー、鉛

フリーに対応した複合亜鉛メッキ鋼板の適用拡大が進むとともに、新規材料としてはんだ付け可能なア

ルミニウム材の開発・実用化が進展した。 

電池材料分野においては、電子・情報機器等の高性能化に伴う大容量・高性能電池に対応した材料、

表面処理技術及びコストダウンのための技術の開発・実用化が進展した。 

薄板分野では、原材料高騰に対応するコストダウンに傾注し新プロセスや材料開発が進んだ。 

高級化粧鋼板を使用した建材及び住機・住設といった鋼板の加工品分野や梱包用帯においても、品質

向上やコストダウン対応のための技術開発が着実に進展した。 

当連結会計年度における鋼板関連事業の研究開発費は2,054百万円である。 

  

② 機能材料関連事業 

当連結会計年度における硬質合金、ハードディスク材料、クラッド材、新素材及び新機能材料、機械

器具等の分野においては、高性能、高機能、小型化、軽量化等に対応するための材料・技術開発が進展

した。 

ハードディスク材料については、情報機器の高密度化・高性能化や小型のハードディスクに対応でき

るアルミ及びガラス基板の技術開発が進展した。 

クラッド材においては、真空接合によるクラッド技術を活かした高性能金属積層板の開発・実用化が

進展した。 

新素材・新機能材料の分野では、薄膜技術等を応用して次世代の機能材料の研究開発とその応用開発

を進めた結果、薄膜技術・表面処理技術を活用したバイオ関連の解析診断チップ用基板の開発が着実に

前進した。 

機械器具等の分野では、軽量・高機能の結束機と新しい接合法を適用した結束機の開発を進め着実な

進展を得た。 

当連結会計年度における機能材料関連事業の研究開発費は341百万円である。 

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成している。この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積

りが行われている部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されている。これらの見積りにつ

いては、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っているが、見積りには不確実性が伴うため、実際

の結果は、これらとは異なる場合がある。 

 当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表

等 (1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載している。 

  

(2) 財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末比100億77百万円増加して、1,546億14百万円となっ

た。このうち流動資産は主として社債の発行による現金及び預金の増加等により、前連結会計年度末比

34億11百万円増加した。固定資産は、有形固定資産は減少したものの、保有株式の時価の上昇等により

投資有価証券が増加したことから、前連結会計年度末比66億66百万円増加した。 

 当連結会計年度末の負債合計は、たな卸資産等の仕入債務の減少があったものの、短期借入金及び社

債が増加したこと等により前連結会計年度末比56億53百万円増加して773億60百万円となった。 

 当連結会計年度末の資本合計は、前連結会計年度末比31億28百万円増加して749億43百万円となっ

た。これは主として株価上昇によるその他有価証券評価差額の増加等によるものである。 

  

(3) 経営成績の分析 

連結売上高については、「１.業績等の概要」に記載のとおり前期比52億55百万円の増加となった。 

 連結営業利益は前期比42億48百万円の減少、連結経常損益は前期比43億５百万円の減少となった。こ

れは、鋼板関連事業の受託生産を除いた販売数量の減少、高採算品種比率の低下及び主として原材料価

格上昇による製造原価の大幅な増加等によるものである。 

 特別損益は、固定資産売却益60億51百万円などで特別利益71億37百万円、特別退職金44億96百万円な

どで特別損失58億91百万円を計上した。 

 以上の結果、連結当期純利益は前期比11億44百万円減少し４億79百万円となった。 

  



(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

経営成績に重要な影響を与える要因については、「３．対処すべき課題」、「４．事業等のリスク」

に記載している。 

  

(5) 経営戦略の現状と見通し 

当社グループでは、このような状況を踏まえて、執行役員制度及び本部制導入等の経営組織の改革を

行い、経営環境の急速な変化に、迅速に対応する。 

今後の見通しについては、わが国経済は国内民間需要に支えられた景気回復が見込まれるが、一方、

原油価格の動向及び外国為替の変動が内外経済に与える影響等には留意する必要がある。このような経

営環境のもと、当社グループにおいては、「３．対処すべき課題」に記載のとおり、一刻も早い業績回

復に取り組んでいく。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループはこれらの状況のなかで、主力の缶用材料については、従来からの環境対応型ラミネー

ト材を中心に環境対応型容器材への転換を一層強化し、その技術を発展させるとともに、製造コストの

徹底した削減と海外への展開に注力する。 

その他表面処理鋼板及び薄板等についても、品質、技術、価格等において国際競争力を有する商品と

して国内外への拡販を図る。 

機能材料事業については、旺盛な需要が見込まれる電子材料及び硬質材料の生産・販売強化、並びに

機能性フィルム材の市場開拓と事業化に注力する。 

今後、国際的な原材料の市況価格の動向に留意し、その安定的確保を行い需要家への安定供給体制を

維持するとともに、外国為替の変動に対しては、外貨建て仕入れや為替予約等を通じてヘッジする対策

をとる。 

上記、当社グループの対処すべき課題及びリスクに対し、当社グループは現在進めている中期経営計

画及び情報システムを活用したＳＣＭ(サプライチェーン・マネジメント)の構築等によりグループ経営

全体の効率的運営と生産・販売活動の強化を図り、会社経営方針の確実な実行を目標に事業活動を推進

する。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資は、 

 (1) 需要の多様化への対応並びに増産のための設備の増強 

  (2) 競争力の維持向上のための品質の向上、原価の低減、省力 

   (3) 新素材の事業化並びに研究開発 

等を目的として、当連結会計年度においては深圳東紅開発磁盤有限公司の磁気ディスク用ガラス基板製

造設備新設及び当社のはんだ用アルミ表面処理ライン新設を中心として鋼板関連事業で68億円、機能材料

関連事業で44億円、全体では113億円の投資を実施した。（消費税等は含まない。） 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は以下のとおりである。 

  

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「その他」は工具器具及び備品である。 

２ 金額の-は百万円未満である。 

３ 福利厚生施設を含めて記載している。 

４ 消費税等は含まない。 

５ 千葉県浦安市の設備の一部はＫＹテクノロジー㈱に、下松工場の設備の一部は鋼鈑工業㈱に賃貸している。

  

事業所名 

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 

(人)建物及び構

築物

機械装置及

び運搬具

土地 

(面積㎡)
その他 合計

本社 

(東京都千代田区他)

鋼板関連事業

及び機能材料

関連事業

事務所等 1,201 135
6,074

(30,975)
26 7,437 119

本社 

(千葉県浦安市)
鋼板関連事業

鋼板加工品製造

設備
361 42

784

(30,586)
1 1,190 0

大阪支店 

(大阪市中央区)   

他国内５営業所

鋼板関連事業

及び機能材料

関連事業

事務所等 130 0
41

(953)
3 174 31

下松工場 

(山口県下松市他)

鋼板関連事業

及び機能材料

関連事業

鋼板製造設備、

電子材料、硬質

合金、クラッド

材製造設備

13,011 28,873
4,606

(717,072)
1,057 47,549 880

技術研究所 

(山口県下松市)

鋼板関連事業

及び機能材料

関連事業

研究開発設備 277 521
-

(7,552)
336 1,136 57



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「その他」は工具器具及び備品である。 

２ 金額の-は百万円未満である。 

３ 福利厚生施設を含めて記載している。 

４ 消費税等は含まない。 

  

(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ TOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.BHD.の「土地」は定期借地権であり、無形固定資産に計上している。 

２ 深圳東紅開発磁盤有限公司は土地及び建物の一部を賃借している。賃借している土地の面積については( )

で記載している。 

３ 東志投資有限公司及び東紅開発磁盤香港有限公司の２社については、主要な設備がないため記載を省略して

いる。 

４ 「その他」は工具器具及び備品である。 

５ 金額の-は百万円未満である。 

６ 福利厚生施設を含めて記載している。 

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数 

(人)建物及び 

構築物

機械装置及

び運搬具

土地 

(面積㎡)
その他 合計

鋼鈑商事㈱

本社他 

(東京都千代

田区他)

鋼板関連事業 事務所等 4 0
12

(228)
- 17 22

鋼鈑工業㈱

本社他 

(山口県下松

市他)

鋼板関連事業

及び機能材料

関連事業

鋼板加工品

製造設備等
677 1,533

0

(0)
107 2,318 582

ＫＹテクノロ

ジー㈱

本社他 

(山口県下松

市他)

鋼板関連事業
鋼板加工品

製造設備等
1,230 489

1,227

(98,196)
33 2,980 252

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数 

(人)建物及び 

構築物

機械装置及

び運搬具

土地 

(面積㎡)
その他 合計

TOYO-MEMORY 

TECHNOLOGY 

SDN.BHD.

本社他 

(マレーシア

ケダ州)

機能材料関連

事業

磁気ディス

ク用基板製

造設備

1,689 900
410

(91,000)
113 3,114 300

深圳東紅開発

磁盤有限公司

本社他 

(中国広東省

深圳市)

機能材料関連

事業

磁気ディス

ク用基板製

造設備

1,609 548
0

(32,450)
93 2,251 329



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在、当社グループ(当社及び連結子会社)における重要な設備の新設、除却、売却等

の計画は以下の通りである。 

  

売却 

 
  

会社名 所在地
事業の種類別 
セグメント

設備の内容
期末帳簿価額
（百万円）

売却予定時期 備考

当社 千葉県浦安市 鋼板関連事業 土地、建物等 1,146 平成18年７月 第２期引渡分



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 自己株式17,677株は、「個人その他」に17単元、「単元未満株式の状況」に677株含まれている。 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式             403,200,000

計                           403,200,000

種類
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成18年６月29日)

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名

内容

普通株式 100,800,000 同左

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 100,800,000 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
  (千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

昭和39年７月25日 28,800 100,800 1,440 5,040 6 6

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状
況(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) 0 44 29 55 64 2 4,238 4,432 ──―

所有株式数 
(単元)

0 25,998 836 53,663 6,869 2 13,294 100,662 138,000

所有株式数 
の割合(％)

0 25.8 0.8 53.3 6.8 - 13.2 100 ──―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

東洋製罐株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目３番１号 47,885 47.51

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,736 6.68

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 4,180 4.15

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,775 2.75

日興シティ信託銀行株式会
社（投信口）

東京都品川区東品川２丁目３－14 2,073 2.06

財団法人東洋食品研究所 兵庫県川西市南花屋敷４丁目23－２ 2,055 2.04

三井住友海上火災保険株式
会社

東京都中央区新川２丁目27－２ 1,680 1.67

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 1,450 1.44

株式会社淀川製鋼所 大阪府大阪市中央区南本町４丁目１－１ 1,429 1.42

モルガン・スタンレー・ア
ンド・カンパニー・インタ
ーナショナル・リミテッド

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON E144QA ENGLAND 1,378 1.37

（常任代理人 モルガン・
スタンレー証券会社東京支
店）

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３）

計 ― 71,642 71.07



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 0 0 ―

議決権制限株式(自己株式等) 0 0 ―

議決権制限株式(その他) 0 0 ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式       17,000

0 ―

(相互保有株式)
普通株式      110,000

0 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  100,535,000 100,535 ―

単元未満株式 普通株式      138,000 0 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 100,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 100,535 ―

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数 
(株)

他人名義所
有株式数
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総
数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
 東洋鋼鈑株式会社

東京都千代田区四番町２番
地12

17,000 0 17,000 0.02

(相互保有株式) 
 下松運輸株式会社

山口県下松市大字東豊井
1302番地の107

110,000 0 110,000 0.11

計 ― 127,000 0 127,000 0.13



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項なし。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項なし。 

  

３ 【配当政策】 

１ 利益配分の基本方針 

当社は鉄鋼業に属し、缶用材料を中心とした表面処理鋼板をはじめ硬質合金、磁気ディスク用基板

等の製造販売を行っております。この業界は技術革新が激しくまたユーザーニーズも益々多様化して

おり、これらに対応するためには計画的、継続的な研究開発並びに設備投資が必要であります。その

ための所要資金は、第一に内部資金を充当することとし、今後もこの基本理念の下に対処してまいり

ます。 

従いまして、配当につきましても業績を総合的に勘案しながら安定的な配当の継続を重視し、財務

体質の強化を進めて、堅実な経営基盤の確保に努めてまいりたいと存じます。 

  

２ 当期の配当決定に当たっての考え方 

当期の利益処分は１株当たり年５円の配当を支出し、上記に対処して行きます。具体的には、第

109期中間配当金として１株当たり２円50銭を実施しましたが、期末配当金につきましても中間配当

金と同様１株当たり２円50銭とする予定です。 

 なお、当期の配当性向は116.7％であります。 

  

３ 内部留保資金の使途 

当期の内部留保資金は、設備の新設、改造、増強及び研究開発に重点をおいた設備資金需要に備え

たいと考えております。 

  

(注) 第109期の中間配当についての取締役会決議は、平成17年10月27日に行っております。 

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 486 448 408 493 647

最低(円) 211 213 285 333 369

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 398 435 554 647 528 538

最低(円) 369 388 421 490 460 460



５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役会長 三 木 啓 史 昭和19年６月３日生

昭和45年４月 東洋製罐株式会社入社

10

昭和58年６月 同社取締役

昭和61年６月 同社常務取締役

平成元年６月 同社専務取締役

平成２年６月 同社取締役副社長

平成４年６月 同社代表取締役社長 現在に至る

平成５年６月 当社取締役会長 現在に至る

代表取締役 
社   長

田 中 厚 夫 昭和21年９月10日生

昭和44年４月 当社入社

55

平成９年６月 当社下松工場表面処理部長

平成10年６月 当社取締役

平成13年６月 当社常務取締役

当社下松工場長

平成16年６月 当社専務取締役

当社企画・経理・総務・商品開発

部門管掌

平成17年６月 当社代表取締役社長 現在に至る

平成18年６月 東洋製罐株式会社取締役 現在に

至る

取締役
生産本部長兼

下松工場長
森 田 俊 一 昭和19年10月29日生

昭和42年４月 当社入社

32

平成８年６月 当社本社商品開発部長

平成９年６月 当社取締役

平成12年６月 当社常務取締役

平成13年６月 当社技術・機能材料担当

平成15年４月 当社環境・技術・機能材料担当

平成15年６月 当社環境・技術・機能材料部門担

当

平成16年６月 当社専務取締役

 

平成17年10月 

 

当社機能材料部門管掌 

当社機能材料部門・市場開発プロ

ジェクト管掌

平成18年４月 当社取締役専務執行役員生産本部

長兼下松工場長 現在に至る

取締役 鋼板営業本部長 岩 﨑   守 昭和20年２月12日生

昭和42年４月 当社入社

37

平成８年６月 当社下松工場表面処理部長

平成９年６月 当社取締役

平成11年６月 鋼鈑工業株式会社代表取締役社長

平成15年６月 当社常務取締役

平成16年６月 当社下松工場長

平成17年６月 当社専務取締役

平成18年４月 当社取締役専務執行役員鋼板営業

本部長 現在に至る

取締役 管理本部長 伊 藤 啓 志 昭和24年２月９日生

昭和47年４月 当社入社

20

平成10年６月 当社本社総務部長

平成13年６月 当社取締役

平成17年６月 当社常務取締役

当社経営企画・経理・総務部門担

当

平成18年４月 当社取締役常務執行役員管理本部

長 現在に至る



 
(注) １ 取締役 三木啓史は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２ 監査役 藤井 亮、荒木弘道の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役
経営企画本部長

兼経営企画部長
藤 井 厚 雄 昭和27年３月８日

平成50年４月 当社入社

5

平成11年６月 当社本社企画部長

平成16年６月 当社参与

平成17年６月 当社参与本社経営企画部長

平成18年４月 当社執行役員経営企画本部長兼経

営企画部長

平成18年６月 当社取締役執行役員経営企画本部

長兼経営企画部長 現在に至る

取締役
機能材料事業

本部長
富 永 勝 彦 昭和26年12月27日

平成50年４月 当社入社

2

平成９年６月 当社本社電子材料部長

平成16年８月 当社本社機能材料部門管掌役員付

部長

平成18年４月 当社執行役員機能材料事業本部長

東志投資有限公司董事長 現在に

至る

平成18年６月 当社取締役執行役員機能材料事業

本部長 現在に至る

常勤監査役 鈴 木 伸 賢 昭和24年11月18日生

昭和47年４月 当社入社

25
平成９年６月 当社本社経理部長

平成13年６月 当社取締役

平成15年６月 当社常勤監査役 現在に至る

監査役 服 部 一 生 昭和15年５月25日生

昭和39年４月 当社入社

36

昭和63年８月 当社本社販売第１部長

平成４年６月 当社取締役

平成７年６月 当社常務取締役

平成９年６月 当社専務取締役

平成16年６月 当社常勤監査役

平成17年６月 当社監査役 現在に至る

監査役 藤 井   亮 昭和16年３月９日生

昭和38年４月 東洋製罐株式会社入社

1

平成５年６月 同社常勤監査役 現在に至る

平成12年６月 当社監査役

平成15年６月 当社監査役退任

平成16年６月 当社監査役 現在に至る

監査役 荒 木 弘 道 昭和18年５月８日生

昭和42年４月 東洋製罐株式会社入社

0
平成12年６月 同社取締役

平成15年６月 同社常勤監査役 現在に至る

当社監査役 現在に至る

計 223



（執行役員の状況） 

当社は、取締役による経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能を明確にし、経営環境の変化に対して迅速な対

応を行うために執行役員制度を採用している。提出日現在の執行役員は、次のとおりである。 

 
(注) （   ）は執行役員兼務の取締役である。 

  

  

氏名 役位 担当

森 田 俊 一 （取締役） 専務執行役員 生産本部長兼下松工場長

岩 﨑   守 （取締役） 専務執行役員 鋼板営業本部長

伊 藤 啓 志 （取締役） 常務執行役員 管理本部長

藤 井 厚 雄 （取締役） 執行役員 経営企画本部長兼経営企画部長

富 永 勝 彦 （取締役） 執行役員 機能材料事業本部長

小 池 一 幸 専務執行役員 技術開発・環境本部長

南     忠 専務執行役員 鋼板営業本部副本部長

藤 井   正 執行役員 生産本部副本部長

野 村 良 樹 執行役員 鋼板営業本部大阪支店長

吉 武 潤 一 郎 執行役員 鋼板営業本部資材部長

大 谷 憲 史 執行役員 管理本部副本部長

宮 地 正 文 執行役員 鋼板営業本部鋼板営業部長

坂 本 信 夫 執行役員 鋼板営業本部市場開発部長



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを重要な経営課題と認識し、企業統治と企業リスク管理が有効に

機能するように、経営の透明性と公正性の一層の向上を目指している。 

また、「人と環境にやさしい製品を安全に作ります。」を経営の基本方針に掲げ、環境活動や法令及

び企業倫理の遵守にも積極的に取り組んでいる。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システム等の整備状況等 

① 会社の機関の基本説明 

 ・会社の機関の内容 

当社は株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を設置する大会社であ

る。 

 ・執行役員制度 

当社は平成18年４月に執行役員制度を導入した。取締役による経営の意思決定及び監督機能と業務

執行機能を明確にし、経営環境の変化に対して迅速な対応を行う体制を整備している。 

 ・取締役会 

取締役会は法令、定款に定める事項のほか経営全般に関する重要事項を決定し、業務執行状況を監

督している。 

 ・社外役員 

社外取締役は１名であり（親会社である東洋製罐株式会社の取締役）、大株主及び主要取引先とい

う社外の立場から適切に経営監視がなされている。 

 また、監査役４名のうち２名が社外監査役（何れも親会社である東洋製罐株式会社の監査役）であ

る。 

  

② 内部統制システムの整備及び内部監査の状況 

平成18年５月に「内部統制システムの構築に関する基本方針」を当社取締役会において決定した。

今後、本方針に基づき内部監査部門が中心となり同体制の整備に当たる。 

 内部監査については、当社はその重要性を認識しており、平成17年６月に専門部署を設け、その実

施に向け準備を進めている。 

  

③ 監査役監査の状況 

監査役監査は、独立した会社の機関である監査役４名(うち社外監査役２名)が取締役の職務の執行

をそれぞれ監査することにより、実施している。 

  

④ 会計監査の状況 

会計監査業務を行った公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

山本英俊(監査法人双研社) 

貴志 豊(監査法人双研社) 

継続関与年数については、両名とも７年以内であるため記載を省略している。また、公認会計士５

名及び会計士補６名が補助者として会計監査業務に関わっている。 

  

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役及び社外監査役はいずれも東洋製罐株式会社の役員である。同社は当社株式の議決権比

率47.6％を所有する親会社であるとともに主要な取引先でもある。また、当社は同社より借入を行っ

ている。 

  



(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、業務執行に係るリスクについて、コンプライアンス、品質、環境、債権回収、情報管理、自

然災害・事故等を認識し対応している。代表取締役は、全社のリスクに関する統括責任者として取締

役、執行役員及び使用人に対し認識しているリスクその他予見されるリスクの識別、分析、評価の実施

を指示し、当該リスクの担当部署を定める。また、これら以外に新たに生じたリスクについても速やか

に担当部署を定める。  

  

  （内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制） 

 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬の内容 

役員報酬 

  

 
(注) 上記報酬の額の他に使用人を兼ねる取締役の使用人としての給与相当額(賞与相当額を含む。)58百万円を支払

っている。 

  

監査報酬 

  

区分 当期支払額(百万円)

取締役

報酬(賞与を含む)                    124

退職慰労金                      -

監査役
報酬(賞与を含む)                     20

退職慰労金                      0

区分 当期の報酬額(百万円)

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定
する業務に基づく報酬

                    18

上記以外の報酬                      0



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)

附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)の財務諸表について、監査法人双研社により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,086 10,494

 ２ 受取手形及び売掛金 23,645 22,394

 ３ たな卸資産 28,668 26,813

 ４ 繰延税金資産 1,390 2,461

 ５ その他 1,441 2,523

 ６ 貸倒引当金 △214 △258

   流動資産合計 61,018 42.2 64,429 41.7

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※1,2

  １ 建物及び構築物 19,276 20,083

  ２ 機械装置及び運搬具 36,038 32,987

  ３ 土地 12,305 12,747

  ４ 建設仮勘定 428 1,742

  ５ その他 1,926 1,772

   有形固定資産合計 69,976 69,334

 (2) 無形固定資産 501 532

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※３ 10,829 16,169

  ２ 長期貸付金 6 40

  ３ 長期前払費用 0 2,177

  ４ 繰延税金資産 829 796

  ５ その他 ※３ 1,448 1,190

  ６ 貸倒引当金 △72 △54

   投資その他の資産合計 13,041 20,319

   固定資産合計 83,519 57.8 90,185 58.3

   資産合計 144,537 100.0 154,614 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 19,223 15,341

 ２ 短期借入金 ※１ 19,146 24,568

 ３ 一年内償還予定社債 0 5,000

 ４ 未払法人税等 1,080 269

 ５ 売上割戻引当金 37 0

 ６ その他 7,774 7,057

   流動負債合計 47,262 32.7 52,236 33.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 8,000 8,000

 ２ 長期借入金 ※１ 8,539 7,001

 ３ 繰延税金負債 1,188 4,571

 ４ 退職給付引当金 6,705 4,918

 ５ 役員退職慰労引当金 0 301

 ６ ＰＣＢ対策引当金 0 328

 ７ その他 10 2

   固定負債合計 24,444 16.9 25,123 16.2

   負債合計 71,707 49.6 77,360 50.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 1,015 0.7 2,311 1.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 5,040 3.5 5,040 3.3

Ⅱ 資本剰余金 6 - 6 -

Ⅲ 利益剰余金 62,694 43.4 62,618 40.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金 4,750 3.3 7,690 5.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 △670 △0.5 △406 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※７ △5 △- △6 △-

   資本合計 71,814 49.7 74,943 48.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

144,537 100.0 154,614 100.0



② 【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 128,803 100.0 134,059 100.0

Ⅱ 売上原価 112,919 87.7 122,805 91.6

   売上総利益 15,884 12.3 11,253 8.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運賃諸掛 4,120 3,881

 ２ 給料諸手当 2,297 2,273

 ３ 退職給付引当金繰入額 207 101

 ４ 研究開発費 1,517 1,320

 ５ その他 3,353 11,496 8.9 3,537 11,114 8.3

   営業利益 4,387 3.4 139 0.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 55 75

 ２ 受取配当金 75 126

 ３ 技術指導料 328 151

 ４ 固定資産売却益 113 0

 ５ その他 179 754 0.6 293 646 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 425 450

 ２ たな卸資産処分損 110 0

 ３ 固定資産除却損 259 199

 ４ その他 203 999 0.8 299 948 0.7

   経常利益又は経常損失(△) 4,142 3.2 △163 △0.1



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 退職給付信託設定益 0 1,086

 ２ 固定資産売却益 ※３ 0 0 6,051 7,137 5.3

Ⅶ 特別損失

 １ ＰＣＢ対策引当金繰入額 0 328

 ２ 特別退職金 0 4,496

 ３ 役員退職慰労引当金繰入額 0 226

 ４ 減損損失 ※４ 0 441

 ５ 関係会社整理損 0 141

 ６ たな卸資産処分損 0 256

 ７ 災害損失 ※５ 120 0

 ８ 固定資産臨時償却費 ※６ 1,097 1,218 0.9 0 5,891 4.4

   税金等調整前当期純利益 2,924 2.3 1,083 0.8

   法人税、住民税及び事業 
   税

1,230 318

   法人税等調整額 △64 1,165 0.9 318 637 0.5

   少数株主利益又は少数株主 
      損失(△)

133 0.1 △34 △-

   当期純利益 1,624 1.3 479 0.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6 6

Ⅱ 資本剰余金期末残高 6 6

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 61,584 62,694

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 1,624 479

 ２ 連結子会社と非連結子会 
   社の合併に伴う剰余金増 
   加高

43 1,668 0 479

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 503 503

 ２ 役員賞与 55 559 51 555

Ⅳ 利益剰余金期末残高 62,694 62,618



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 2,924 1,083

   減価償却費 10,720 9,584

   減損損失 0 441

   貸倒引当金の増加額 110 26

   退職給付引当金の減少額 △230 △2,745

   その他の引当金の増加(減少)額 △23 581

   受取利息及び受取配当金 △131 △201

   支払利息 425 450

   有形固定資産除却損 259 199

   有形固定資産売却益 △106 △6,088

   投資有価証券売却益 △- △45

   退職給付信託設定益 0 △1,086

   売上債権の増加(減少)額 △1,507 1,382

   たな卸資産の増加(減少)額 △4,700 1,915

   仕入債務の増加(減少)額 3,162 △3,904

   役員賞与の支払額 △55 △51

   その他 130 △2,151

         小計 10,977 △611

   利息及び配当金の受取額 129 202

   利息の支払額 △440 △451

   法人税等の支払額 △70 △1,637

   営業活動によるキャッシュ・フロー 10,596 △2,498

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △7,326 △12,448

   有形固定資産の売却による収入 126 9,545

   無形固定資産の取得による支出 △44 △58

   投資有価証券の取得による支出 △569 △15

   投資有価証券の売却による収入 4 55

   その他 △1,171 48

   投資活動によるキャッシュ・フロー △8,981 △2,873

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額 2,114 5,902

   長期借入れによる収入 208 1,766

   長期借入金の返済による支出 △4,392 △4,037

   社債の発行による収入 0 5,000

   少数株主からの払込みによる収入 0 618

   配当金の支払額 △504 △504

   少数株主への配当金の支払額 △31 △29

   その他 △2 △1

   財務活動によるキャッシュ・フロー △2,607 8,715

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △13 289

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(減少)額 △1,005 3,633

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,989 6,086

Ⅶ 連結子会社と非連結子会社の合併に伴う 
  現金及び現金同等物増加額

102 0

Ⅷ 連結範囲の変更による増減額 0 774

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 6,086 10,494



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社10社のうち、鋼鈑商事㈱、鋼鈑工業㈱、鋼

鈑建材㈱、山橋工業㈱及びTOYO-MEMORY TECHNOLOGY 

SDN.BHD.の５社を連結の範囲に含めている。

  なお、非連結子会社５社（東洋パックス㈱、㈱鋼

鈑ビル、共同海運㈱、東志投資有限公司、深圳東紅

開発磁盤有限公司）の総資産の合計額、売上高の合

計額、当期純損益のうち持分に見合う額の合計額及

び利益剰余金等のうち持分に見合う額の合計額はい

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲に含めていない。

１ 連結の範囲に関する事項
 子会社10社のうち、鋼鈑商事㈱、鋼鈑工業㈱、Ｋ
Ｙテクノロジー㈱、TOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN.
 BHD.、東志投資有限公司、深圳東紅開発磁盤有限公

司及び東紅開発磁盤香港有限公司の７社を連結の範

囲に含めている。

  なお、非連結子会社３社（東洋パックス㈱、東洋

パートナー㈱、共同海運㈱）の総資産の合計額、売

上高の合計額、当期純損益のうち持分に見合う額の

合計額及び利益剰余金等のうち持分に見合う額の合

計額はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため連結の範囲に含めていない。
(注）１ 当連結会計年度より、東志投資有限公

司、深圳東紅開発磁盤有限公司及び東
紅開発磁盤香港有限公司の３社を連結
子会社としている。

  ２ 平成17年４月１日付で鋼鈑建材㈱及び
山橋工業㈱は合併し、ＫＹテクノロジ
ー㈱となった。

  ３ 平成17年６月28日付で㈱鋼鈑ビルは商
号を東洋パートナー㈱に変更した。

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社５社及び関連会社３社（幸商事㈱、

下松運輸㈱、Korea Yamahashi Industrial 

Co.,Ltd.）は連結純損益及び連結利益剰余金等に重

要な影響を及ぼしていないため持分法を適用してい

ない。

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社３社及び関連会社２社（幸商事㈱、

下松運輸㈱）は連結純損益及び連結利益剰余金等に

重要な影響を及ぼしていないため持分法を適用して

いない。
(注） 平成18年４月１日付で幸商事㈱は他２社

と合併したため、当社の関連会社に該当
しないことになった。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちTOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN. 

  BHD.の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作

成にあたり、同社決算日と連結決算日との差異は３

ヶ月以内であるため、同社の決算日の財務諸表を使

用している。

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っている。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちTOYO-MEMORY TECHNOLOGY SDN. 

  BHD.、東志投資有限公司、深圳東紅開発磁盤有限公

司及び東紅開発磁盤香港有限公司の決算日は12月31

日であり、連結財務諸表の作成にあたり、同社決算

日と連結決算日との差異は３ヶ月以内であるため、

同社の決算日の財務諸表を使用している。

  なお、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ)有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの 連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定)

     時価のないもの 移動平均法による原価法

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  (イ)有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの  同左

     時価のないもの  同左

  (ロ)たな卸資産    主として６ヶ月毎総平均

法による原価法

  (ロ)たな卸資産     同左 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    有形固定資産   主として定額法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    有形固定資産    同左



前連結会計年度 当連結会計年度

 (3) 重要な引当金の計上基準

    退職給付引当金   従業員の退職給付に備

えるため、主として当連

結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産

の見込額に基づいた額を

計上している。

              過去勤務債務は、その

発生時の連結会計年度に

おいて一括処理すること

としている。

              数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から償却することとし

ている。

――――――

 (3) 重要な引当金の計上基準

    (イ)退職給付引当金  同左

   (追加情報) 

当連結会計年度における特別早期退職制度等の

実施に伴う大量退職を受けて、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用している。

これに伴う数理計算上の差異等の処理額27百万

円は特別損失の「特別退職金」に含めて計上して

いる。

──────

  
 
 
 

――――――

  (ロ)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の
支出に備えるため、内
規に基づく期末要支給
額を計上しいる。  
 

  (ハ)ＰＣＢ対策引当金 保管するＰＣＢ廃棄
物等の処理費用の支出
に備えるため、当連結
会計年度末においてそ
の金額を合理的に見積
もることができる処理
費用について計上して
いる。     

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左



前連結会計年度 当連結会計年度

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  (イ)ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予

約取引は振当処理によっている。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  (イ)ヘッジ会計の方法

同左

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

   

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約取引
外貨建債権債務及
び外貨建予定取引

金利スワップ取引 借入金

商品スワップ取引 Ｃ重油

  (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  (ハ)ヘッジ方針

    当社グループは、外貨建取引に係る為替相場

の変動によるリスクをヘッジするために為替予

約取引を、変動金利による調達資金の金利上昇

によるコスト増加をヘッジするために金利スワ

ップ取引を、Ｃ重油価格の変動によるリスクを

ヘッジするために商品スワップ取引を利用して

いる。利用にあたっては実需に基づく取引に限

定し、売買差益の獲得等を目的とする投機的取

引は行わない方針である。

  (ハ)ヘッジ方針

同左

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

    ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価している。

    ただし、振当処理によっている為替予約取引

及び金利スワップ取引のうち繰延ヘッジ処理に

よっている取引については、ヘッジ開始時及び

その後も継続して、キャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定することができるた

め、有効性の評価を省略している。

  (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左



前連結会計年度 当連結会計年度

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  (イ)消費税等の会計処理

同左

――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――――

  (ロ)役員退職慰労金に係る会計処理

当社の役員の退職慰労金は、従来支出時の費

用として処理していたが、当連結会計年度より

内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上することに変更し、当連結会計年

度発生分51百万円は一般管理費に、過年度相当

額226百万円は特別損失に計上している。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ、

営業利益、経常利益はそれぞれ51百万円減少

し、税金等調整前当期純利益は278百万円減少し

ている。

また、役員退職慰労金制度の見直しを当下期

に行ったため、当中間連結会計期間は従来の方

法によっており、変更後の方法によった場合と

比較して、営業利益及び経常利益はそれぞれ27

百万円、税金等調整前中間純利益は254百万円多

く計上されている。

  (ハ)固定資産の減損に係る会計基準

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））およ

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」 （企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を当連結会計年度より適用してい

る。 

 これにより、税金等調整前当期純利益は441百

万円減少している。なお、減損損失累計額につ

いては、当該各資産の金額から直接控除してい

る。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

   連結子会社の資産及び負債の評価については、

全面時価評価法を採用している。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

   連結調整勘定の償却については、５年間で均等

償却(僅少なものは発生期に償却)している。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

   連結剰余金計算書は連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成している。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する短

期投資からなっている。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

同左



次へ 

表示方法の変更 

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

(連結損益計算書関係)

１ 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に

含めて表示していた「固定資産売却益」は、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度

より区分掲記している。

  なお、前連結会計年度において営業外収益の「その

他」に含まれている「固定資産売却益」は44百万円で

ある。

２ 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に

含めて表示していた「たな卸資産処分損」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年

度より区分掲記している。

  なお、前連結会計年度において営業外費用の「その

他」に含まれている「たな卸資産処分損」は21百万円

である。

(連結損益計算書関係)

１ 前連結会計年度において区分掲記していた営業外収

益の「固定資産売却益」は金額に重要性がなくなった

ため、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」

に含めて表示している。

  なお、当連結会計年度において営業外収益の「その

他」に含まれている「固定資産売却益」は42百万円で

ある。

２ 前連結会計年度において区分掲記していた営業外費

用の「たな卸資産処分損」は金額に重要性がなくなっ

たため、当連結会計年度より、営業外費用の「その

他」に含めて表示している。

  なお、当連結会計年度において営業外費用の「その

他」に含まれている「たな卸資産処分損」は55百万円

である。



次へ 

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

番号 前連結会計年度 番号 当連結会計年度

※１

 

このうち次のとおり担保に供している

 担保に供している資産

金額
(百万円)

内、工場財団
組成資産 
(百万円)

建物及び構築物 12,562 12,562

機械装置及び運
搬具

32,210 32,210

土地 1,068 1,068

その他 1,151 1,151

計 46,993 46,993

 担保されている債務

長期借入金 
(一年内返済分を含む)

659百万円

※１

 

このうち次のとおり担保に供している

 担保に供している資産

金額
(百万円)

内、工場財団
組成資産 
(百万円)

建物及び構築物 12,452 12,452

機械装置及び運
搬具

28,945 28,945

土地 1,068 1,068

その他 1,008 1,008

計 43,475 43,475

 担保されている債務

長期借入金
(一年内返済分を含む)

423百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額    172,684百万円 ※２ 有形固定資産減価償却累計額    180,215百万円

※３  非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりである。

投資有価証券(株式) 387百万円

投資その他の資産 
その他(出資金)

222百万円

※３

 

 非連結子会社及び関連会社の株式

投資有価証券 322百万円

 ４

 

偶発債務

 保証債務

  つぎの保証先に対し金融機関からの借入金に

ついて債務保証を行っている。

当社従業員 1,213百万円

 ４ 偶発債務

 保証債務

  つぎの保証先に対し金融機関からの借入金に

ついて債務保証を行っている。

当社従業員 1,026百万円

Korea Yamahashi Industrial 
Co.,Ltd

103百万円

 ５ 受取手形裏書譲渡高 275百万円  ５ 受取手形裏書譲渡高            55百万円

※６  当社の発行済株式総数は、普通株式 

100,800,000株である。

※６  当社の発行済株式総数は、普通株式 

100,800,000株である。

※７  当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

15,637株である。

※７  当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

17,677株である。

 ８ 貸出コミットメント関係

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結

している。この契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高等は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 2,010

差引額 990

 ８ 貸出コミットメント関係

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結

している。この契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高等は次のとおりである。

貸出コミットメントの総額 6,000百万円

借入実行残高 0

差引額 6,000



(連結損益計算書関係) 

  

番号 前連結会計年度 番号 当連結会計年度

 １ 退職給付引当金繰入額

製造原価 751百万円

一般管理費 247百万円

雑支出 60百万円

 １ 退職給付引当金繰入額

製造原価 420百万円

一般管理費 123百万円

 

 ２ 一般管理費及び当期製造費用 

に含まれている研究開発費

2,512百万円

 ２ 一般管理費及び当期製造費用  

に含まれている研究開発費

2,395百万円

―――── ※３ 当社及び国内連結子会社１社における土地の売却
によるものである。

―――── ※４

 

減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上した。

場所 用途 種類
減損額 

(百万円)

ＫＹテクノロジー㈱

周南工場他 

(山口県下松市他)

建材製造

設備   

機械装置及

び運搬具他
269

ＫＹテクノロジー㈱

玉鶴工場 

(山口県下松市)

物流機材

製造設備

機械装置及

び運搬具他
171

 当社グループは管理会計上の区分（事業用資産

は事業別、賃貸用資産及び遊休資産は物件別）を

基準に資産のグルーピングを行っている。 

 当連結会計年度において、当社グループは収益

力が著しく低下している事業について事業撤退の

方針を打ち出した。このため当該資産グループに

ついて将来キャッシュフローの見積もりを行い、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上している。その

内訳は機械装置及び運搬具417百万円、その他24

百万円である。 

 なお、各資産グループの回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、処分見込価額により

評価している。

※５ 台風により損傷した固定資産の修繕費等である。 ―――──

※６ 機械装置及び運搬具 1,085百万円

その他 11百万円

 合計 1,097百万円

      ―――──



前へ   次へ 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている勘定との関係
(平成17年３月31日現在)

現金及び預金 6,086百万円

現金及び現金同等物 6,086百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている勘定との関係
(平成18年３月31日現在)

現金及び預金 10,494百万円

現金及び現金同等物 10,494百万円



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額相

当額 

(百万円)

減価償却累

計額相当額 

(百万円)

期末残高相

当額 

(百万円)

機械装置及び運

搬具
270 194 76

(有形固定資産) 

その他
461 237 224

合計 731 431 300

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

 

取得価額相

当額 

(百万円)

減価償却累

計額相当額 

(百万円)

期末残高相

当額 

(百万円)

機械装置及び運

搬具
96 56 40

(有形固定資産)

その他
456 222 233

合計 553 279 274

同左

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 126百万円

１年超 173

合計 300

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。

 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 115百万円

１年超 158

合計 274

            同左

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

①支払リース料 156百万円

②減価償却費相当額 156

 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

①支払リース料 146百万円

②減価償却費相当額 146

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 -百万円

１年超 -

合計 1

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 9百万円

１年超 14

合計 23



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 
  

 
(注) その他有価証券のうち時価のあるものについて、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べて30％以上

下落した場合には「著しく下落した」ものとし、回復の見込みが明らかな場合を除き減損処理を行っている。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 
  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日現在) 

 (1) その他有価証券 

 
  

当連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 
  

 
(注) その他有価証券のうち時価のあるものについて、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べて30％以上

下落した場合には「著しく下落した」ものとし、回復の見込みが明らかな場合を除き減損処理を行っている。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 
  

 
  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日現在) 

 (1) その他有価証券 

 
  

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1)株式 2,401 10,376 7,975

小計 2,401 10,376 7,975

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1)株式 10 9 △-

小計 10 9 △-

合計 2,411 10,386 7,974

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

4  - 0

非上場株式 55百万円

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1)株式 2,273 15,188 12,914

小計 2,273 15,188 12,914

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1)株式 604 602  △2

小計 604 602 △2

合計 2,878 15,790 12,912

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

55 45 0

非上場株式 55百万円



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

当社グループは、資産・負債に係るリスクを回避するためにデリバティブ取引を利用している。利用にあたっ

ては実需に基づく取引に限定し、売買差益の獲得等を目的とする投機的取引は行わない方針である。 

当連結会計年度においては、外貨建債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動によるリスクをヘッジ

する手段として為替予約取引を、変動金利による調達資金の金利上昇によるコスト増加をヘッジする手段として

固定金利支払・変動金利受取の金利スワップ取引を、Ｃ重油価格の変動によるリスクをヘッジする手段として固

定価格支払・変動価格受取の商品スワップ取引を利用した。なお、ヘッジ会計の方法等については、「連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項４ (5)」に記載の通りである。 

為替予約取引は、将来の為替相場変動によるリスクを、固定金利支払・変動金利受取の金利スワップ取引は将

来の金利変動によるリスクを、固定価格支払・変動価格受取の商品スワップ取引は将来の価格変動によるリスク

を有している。また当該為替予約取引、金利スワップ取引及び商品スワップ取引の契約先はいずれも大手金融機

関であり、信用リスクについてはほとんどないものと認識している。 

取引に係るリスク管理体制については、取引権限を定めた社内規程に従い、契約部門と主計部門とを厳格に区

分し、日常業務は相互牽制とチェックにより管理しており、決算期には主計部門が独自にデリバティブ取引の契

約先と残高照合を行い、契約部門の記録と相違ないことを確認している。 

また、デリバティブ取引の利用状況については、定期的に取締役会に報告している。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社グループが利用しているデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、注記の

対象から除いている。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

当社グループは、資産・負債に係るリスクを回避するためにデリバティブ取引を利用している。利用にあたっ

ては実需に基づく取引に限定し、売買差益の獲得等を目的とする投機的取引は行わない方針である。 

当連結会計年度においては、外貨建債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動によるリスクをヘッジ

する手段として為替予約取引を、変動金利による調達資金の金利上昇によるコスト増加をヘッジする手段として

固定金利支払・変動金利受取の金利スワップ取引を、Ｃ重油価格の変動によるリスクをヘッジする手段として固

定価格支払・変動価格受取の商品スワップ取引を利用した。なお、ヘッジ会計の方法等については、「連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項４ (5)」に記載の通りである。 

為替予約取引は、将来の為替相場変動によるリスクを、固定金利支払・変動金利受取の金利スワップ取引は将

来の金利変動によるリスクを、固定価格支払・変動価格受取の商品スワップ取引は将来の価格変動によるリスク

を有している。また当該為替予約取引、金利スワップ取引及び商品スワップ取引の契約先はいずれも大手金融機

関であり、信用リスクについてはほとんどないものと認識している。 

取引に係るリスク管理体制については、取引権限を定めた社内規程に従い、契約部門と主計部門とを厳格に区

分し、日常業務は相互牽制とチェックにより管理しており、決算期には主計部門が独自にデリバティブ取引の契

約先と残高照合を行い、契約部門の記録と相違ないことを確認している。 

また、デリバティブ取引の利用状況については、定期的に取締役会に報告している。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社グループが利用しているデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため、注記の

対象から除いている。 

  



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  

 
  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

 
(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上している。 

２ 当連結会計年度において、上記退職給付費用以外に、特別損失に特別退職金4,496百万円を計上して 

  いる。 

        

前連結会計年度 当連結会計年度

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けてい

る。

 当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社にお

いて退職一時金制度については全社が有しており、適格

退職年金制度については２社が有している。

 また、当社において退職給付信託を設定している。

同左

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

イ 退職給付債務(百万円) △17,062 △12,070

ロ 年金資産(百万円) 10,501 11,628

ハ 未積立退職給付債務(百万円)(イ＋ロ) △6,561 △441

ニ 会計基準変更時差異の未処理額(百万円) 0 0

ホ 未認識数理計算上の差異(百万円) △46 △2,162

ヘ 未認識過去勤務債務(百万円) 0 0

ト 連結貸借対照表計上額純額(百万円)

  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)
△6,607 △2,604

チ 前払年金費用(百万円) 97 2,314

リ 退職給付引当金(百万円)(ト－チ) △6,705 △4,918

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

イ 勤務費用(百万円) 673 506

ロ 利息費用(百万円) 380 277

ハ 期待運用収益(百万円) △46 △289

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額(百万円) 0 0

ホ 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 52 15

ヘ 過去勤務債務の費用処理額(百万円) 0 32

ト 退職給付費用(百万円)

  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)
1,059 543



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ 割引率 2.3％ 同左

ハ 期待運用収益率 0.60％～0.63％ 3.68%～4.40%

ニ 過去勤務債務の額の処理年数
発生時の連結会計年度に一
括処理

同左

ホ 数理計算上の差異の処理年数

10年(発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定
年数による定額法により、
翌連結会計年度から償却)

同左



前へ 

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (百万円)

 減価償却超過額 2,753

 退職給付引当金損金算入
 限度超過額

3,143

 賞与引当金損金算入限度超過額 635

 未払事業税 104

 たな卸資産の未実現利益 52

 固定資産の未実現利益 73

 その他 938

繰延税金資産小計 7,701

評価性引当額 △131

繰延税金資産合計 7,570

繰延税金負債

 租税特別措置法上の積立金等 △2,303

 その他有価証券評価差額 △3,224

 その他 △1,010

繰延税金負債合計 △6,539

繰延税金資産(又は負債)の純額 1,031

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下のた

め記載を省略した。

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 (百万円)

減価償却超過額 2,358

退職給付引当金損金算入
限度超過額

1,337

賞与引当金損金算入限度超過額 488

未払事業税 35

たな卸資産の未実現利益 20

固定資産の未実現利益 65

その他 3,012

繰延税金資産小計 7,318

評価性引当額 △410

繰延税金資産合計 6,907

繰延税金負債

租税特別措置法上の積立金等 △2,474

その他有価証券評価差額 △5,222

その他 △524

繰延税金負債合計 △8,220

繰延税金資産(又は負債)の純額 △1,313

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(％)

法定実効税率 40.44

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.37

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△ 5.32

子会社からの受取配当金の消去     1.64

住民税の均等割     2.20

試験研究費等の法人税額特別控除  △0.93

その他    14.43

税効果会計適用後の法人税等の負担率    58.83

 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

 鋼板関連事業………各種鋼板及びその加工品 

 機能材料関連事業…硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,531百万円であり、その主なものは、当社の現

預金である。 

  

鋼板関連事業 
(百万円)

機能材料
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

108,209 20,594 128,803 ──― 128,803

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

517 3 520 (520) ──―

計 108,726 20,598 129,324 (520) 128,803

営業費用 106,351 18,590 124,941 (526) 124,415

営業利益 2,374 2,007 4,382 5 4,387

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 114,765 24,353 139,118 5,418 144,537

減価償却費 8,027 2,695 10,722 (2) 10,720

資本的支出 5,026 2,773 7,800 (0) 7,800



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

 鋼板関連事業………各種鋼板及びその加工品 

 機能材料関連事業…硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,824百万円であり、その主なものは、当社の現

預金である。 

  

鋼板関連事業 
(百万円)

機能材料
関連事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

108,951 25,107 134,059 ─── 134,059

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

0 116 116 (116) ───

計 108,951 25,224 134,176 (116) 134,059

営業費用 111,356 22,681 134,037 (117) 133,919

営業利益(△は営業損失) △2,404 2,543 138 - 139

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 117,185 28,626 145,811 8,803 154,614

減価償却費 6,636 2,950 9,586 (2) 9,584

減損損失 441 0 441 (0) 441

資本的支出 6,891 4,414 11,305 (0) 11,305



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

本国の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合

計額のいずれも90％超のため、所在地別セグメント情報の開示を省略した。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

本国の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合

計額のいずれも90％超のため、所在地別セグメント情報の開示を省略した。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東アジア…………中国、韓国 

(2) その他の地域……米国、シンガポール 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………中国、韓国、シンガポール 

(2) その他の地域……米国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４ 従来、「その他の地域」に含めていたシンガポール等の売上が増大したため、当連結会計年度より「アジ

ア」と「その他の地域」に区分を変更し、シンガポール等の売上を「アジア」に含めて表示している。 

 なお、前連結会計年度における「アジア」への海外売上高及び売上高に占める割合は27,797百万円、21.6

   ％である。 

   

  

東アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 18,197 13,388 31,586

Ⅱ 連結売上高(百万円) 128,803

Ⅲ 連結売上高に占める海外        
売上高の割合(％)

14.1 10.4 24.5

アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 29,887 3,259 33,146

Ⅱ 連結売上高(百万円) 134,059

Ⅲ 連結売上高に占める海外      
売上高の割合(％)

22.3 2.4 24.7



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 １ 製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上、当社との関係を有し

ない他の製缶メーカーと同様の条件によっている。 

 ２ 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定されている。 

 (注)  取引金額には消費税等を含んでいない。 

  

(2) 役員及び個人主要株主等 

  

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 １ 当社規程に基づき支払っている。 

 (注)  取引金額には消費税等を含んでいない。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

    親会社及び法人主要株主等 

  

 
 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 １ 製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上、当社との関係を有し

ない他の製缶メーカーと同様の条件によっている。 

 ２ 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定されている。 

 (注)  取引金額には消費税等を含んでいない。 

  

  

  

属性
会社等の 
名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 東洋製罐㈱
東京都 
千代田区

11,094
空缶・容器
等の製造販
売

直接
47.6％

兼任 

４人
当社製品
の販売

製品の販売 17,352 売掛金 2,832

資金の借入 5,000 短期借入金 5,000

属性
会社等の 
名称

住所
資本金
(百万円)

職業
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 田中 厚夫 ― ―
当社専務取
締役

直接
-％ ― ―

特許実績補
償金の支払

5 ― 0

役員 藤井  正 ― ― 当社取締役
直接
-％ ― ― 同上 1 ― 0

属性
会社等の 
名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 東洋製罐㈱
東京都 
千代田区

11,094
空缶・容器
等の製造販
売

直接
47.6％

兼任 

４人
当社製品
の販売

製品の販売 20,257 売掛金 4,405

資金の借入 5,000 短期借入金 5,000



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

  

前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり純資産額          712円05銭 １株当たり純資産額           743円53銭

１株当たり当期純利益金額        15円61銭 １株当たり当期純利益金額         4円68銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。

前連結会計年度 当連結会計年度

当期純利益(百万円) 1,624 479

普通株主に帰属しない金額(百万円) 51 8

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (51) (8)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,573 471

普通株式の期中平均株式数(千株) 100,787 100,783



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当期末残高の(  )内の金額は、１年以内に償還予定の金額である。 

        ２ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりである。 

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下の通りで

ある。 

  

 
２ 平均利率は当期末残高の加重平均利率である。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％／年)

担保 償還期限

東洋鋼鈑㈱

第３回 
無担保社債

平成13.４.26 5,000
5,000
(5,000)

0.98 なし 平成18.４.26

第４回 
無担保社債

平成14.10.17 3,000 3,000 0.94 なし 平成19.10.17

第５回 
無担保社債

平成18.２.28 0 5,000 1.47 なし 平成23.４.27

合計 ― ― 8,000
13,000
(5,000)

― ― ―

１年以内 
(百万円)

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

5,000 3,000 0 0 0

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 15,234 21,150 0.863 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,912 3,417 1.389 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

8,539 7,001 2.047 平成19年～平成22年

計 27,686 31,569 ― ―

１年超２年以内 
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内 
(百万円)

3,319 2,697 663 320



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,529 8,821

 ２ 受取手形 1,812 684

 ３ 売掛金 ※１ 13,195 14,371

 ４ 製品 9,040 9,359

 ５ 原材料 7,285 4,926

 ６ 仕掛品 4,680 4,746

 ７ 貯蔵品 3,249 2,677

 ８ 前渡金 3 13

 ９ 前払費用 4 19

 10 繰延税金資産 1,061 2,158

 11 未収入金 1,519 2,113

 12 短期貸付金 ※１ 8,740 8,055

 13 その他 346 357

 14 貸倒引当金 △79 △54

   流動資産合計 56,389 42.3 58,252 41.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※２

  １ 建物 28,296 29,099

    減価償却累計額 △14,729 13,566 △15,585 13,513

  ２ 構築物 7,795 6,320

    減価償却累計額 △5,417 2,377 △4,852 1,467

  ３ 機械及び装置 160,134 161,330

    減価償却累計額 △127,383 32,751 △131,848 29,482

  ４ 車輌及び運搬具 578 584

    減価償却累計額 △483 94 △493 91

  ５ 工具器具及び備品 8,857 8,809

    減価償却累計額 △7,233 1,623 △7,383 1,426

  ６ 土地 10,912 11,507

  ７ 建設仮勘定 344 1,224

   有形固定資産合計 61,671 46.2 58,713 41.7

 (2) 無形固定資産

  １ 施設利用権 8 8

  ２ その他 93 87

   無形固定資産合計 102 0.1 95 0.1



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 9,536 14,917

  ２ 関係会社株式 3,654 3,714

  ３ 出資金 1 1

  ４ 関係会社出資金 222 490

  ５ 従業員長期貸付金 0 33

  ６ 関係会社長期貸付金 765 1,319

  ７ 長期前払費用 0 2,177

  ８ その他 1,170 1,167

  ９ 貸倒引当金 △48 △40

   投資その他の資産合計 15,301 11.4 23,781 16.8

   固定資産合計 77,075 57.7 82,590 58.6

   資産合計 133,464 100.0 140,842 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※１ 17,995 14,091

 ２ 短期借入金 ※1,2 17,966 23,993

 ３ 一年内償還予定社債 0 5,000

 ４ 未払金 2,184 2,338

 ５ 未払費用 1,625 1,706

 ６ 未払法人税等 943 38

 ７ 前受金 42 248

 ８ 預り金 352 464

 ９ 従業員預り金 2,264 0

 10 前受収益 3 3

 11 売上割戻引当金 37 0

 12 その他 275 948

   流動負債合計 43,691 32.7 48,834 34.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 8,000 8,000

 ２ 長期借入金 ※２ 7,573 4,730

 ３ 繰延税金負債 978 4,395

 ４ 退職給付引当金 6,227 4,426

 ５ 役員退職慰労引当金 0 278

 ６ ＰＣＢ対策引当金 0 328

  ７ その他 0 9

   固定負債合計 22,778 17.1 22,167 15.7

   負債合計 66,470 49.8 71,002 50.4



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 5,040 3.8 5,040 3.6

Ⅱ 資本剰余金

 (1) 資本準備金 6 6

  資本剰余金合計 6 - 6 -

Ⅲ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 1,260 1,260

 (2) 任意積立金

  １ 配当準備積立金 2,964 2,964

  ２ 退職積立金 53 53

  ３ 固定資産圧縮積立金 3,404 3,360

  ４ 圧縮特別勘定積立金 0 29

  ５ 別途積立金 46,111 47,111

 (3) 当期未処分利益 3,437 2,342

  利益剰余金合計 57,229 42.9 57,119 40.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 4,722 3.5 7,680 5.4

Ⅴ 自己株式 ※５ △5 △- △6 △-

    資本合計 66,993 50.2 69,840 49.6

    負債資本合計 133,464 100.0 140,842 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 製品売上高 ※１ 111,960 100.0 116,035 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１

 １ 製品期首たな卸高 8,323 9,040

 ２ 当期製品製造原価 90,250 95,683

 ３ 当期製品仕入高 11,251 14,545

 ４ 社内振替高 ※２ △78 △266

   合計 109,747 119,003

 ５ 製品期末たな卸高 9,040 100,706 89.9 9,359 109,643 94.5

   売上総利益 11,253 10.1 6,392 5.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

 １ 運賃諸掛 2,973 2,878

 ２ 給料諸手当 1,508 1,480

 ３ 退職給付引当金繰入額 219 87

 ４ 減価償却費 213 178

 ５ 研究開発費 1,344 1,223

 ６ 貸倒引当金繰入額 26 0

 ７ その他 2,210 8,495 7.6 2,101 7,949 6.8

   営業利益又は営業損失(△) 2,757 2.5 △1,557 △1.3

Ⅳ 営業外収益 ※１

 １ 受取利息 93 124

 ２ 受取配当金 156 231

 ３ たな卸資産処分益 7 13

 ４ 固定資産売却益 112 38

 ５ 技術指導料 395 289

 ６ 設備等賃貸料 148 103

 ７ その他 132 1,046 0.9 166 967 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 230 254

 ２ 社債利息 77 83

 ３ たな卸資産処分損 15 27

 ４ 固定資産処分損 140 174

 ５ その他 118 581 0.5 240 780 0.7

   経常利益又は経常損失(△) 3,223 2.9 △1,370 △1.2



 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 退職給付信託設定益 0 1,086

 ２ 固定資産売却益 ※４ 0 0 0.0 5,983 7,069 6.1

Ⅶ 特別損失

 １ ＰＣＢ対策引当金繰入額 0 328

 ２ 特別退職金 0 4,400

  ３ 役員退職慰労引当金繰入額 0 226

 ４ 災害損失 ※５ 124 0

 ５ 固定資産臨時償却費 ※６ 662 786 0.7 0 4,955 4.2

   税引前当期純利益 2,436 2.2 743 0.7

   法人税、住民税及び 
   事業税

1,021 1

   法人税等調整額 △146 874 0.8 310 311 0.3

   当期純利益 1,561 1.4 431 0.4

   前期繰越利益 2,127 2,162

   中間配当額 251 251

   当期未処分利益 3,437 2,342



製造原価明細書 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

１ 材料費 61,660 68.2 68,542 71.6

２ 労務費 ※１ 8,804 9.7 8,053 8.4

３ 経費 ※２ 20,444 22.6 19,711 20.5

４ 雑益 ※３ △528 △0.5 △557 △0.5

   当期総製造費用 90,380 100.0 95,750 100.0

   仕掛品期首たな卸高 4,549 4,680

合計 94,930 100,430

   仕掛品期末たな卸高 4,680 4,746

   当期製品製造原価 90,250 95,683

番号 前事業年度 番号 当事業年度

※１ このうち 退職給付引当金繰入額  683百万円 ※１ このうち 退職給付引当金繰入額   364百万円

※２ このうち、減価償却費       6,388百万円 

主なもの 電力料        2,305 

     外注作業費      5,584

※２ このうち、減価償却費       6,102百万円 

主なもの 電力料         2,396 

     外注作業費       5,229

※３ このうち、主なものは賃貸料である。 ※３         同左

 ４ 原価計算の方法…製品種類毎の工程別総合原価計 

        算

 ４         同左



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 上記の年月日は株主総会の承認日である。 

  

前事業年度
(平成17年６月28日)

当事業年度 
(平成18年６月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 3,437 2,342

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 固定資産圧縮積立金取崩 
   額

58 367

 ２ 圧縮特別勘定積立金取崩 
   額

0 58 29 396

合計 3,496 2,738

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 251 251

 ２ 役員賞与金 38 0

   (うち監査役賞与金) (5) (0)

 ３ 任意積立金

    固定資産圧縮積立金 14 618

    圧縮特別勘定積立金 29 0

    別途積立金 1,000 1,333 0 870

Ⅳ 次期繰越利益 2,162 1,868



重要な会計方針 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

   子会社株式及び関連会社株式

    ……移動平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定)

    時価のないもの……移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

   子会社株式及び関連会社株式

    ……同左

   その他有価証券

    時価のあるもの……同左

    時価のないもの……同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   ６ヶ月毎総平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

３ 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……定額法(一部について定率法) 

   無形固定資産……定額法

       ─────────

３ 固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産……同左 

   無形固定資産……同左

４ 繰延資産の処理方法   

   社債発行費については、支出時に全額費用処理し

ている。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金……債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。

 (2) 売上割戻引当金……売上割戻金の支払に充てるた

め過去の実績を基礎として支払見込額を計上し

ている。

 (3) 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づいた額を計上している。

過去勤務債務は、その発生時の事業年度にお

いて一括処理することとしている。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から償却することとし

ている。

       ─────────

       ─────────

       ─────────

５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金……同左

       ─────────

 (2) 退職給付引当金……同左

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 (追加情報)

当事業年度における特別早期退職制度等の実施に

伴う大量退職を受けて、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用している。

これに伴う数理計算上の差異等の処理額27百万円

は特別損失の「特別退職金」に含めて計上してい

る。

 （3）役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を

計上している。

 （4）ＰＣＢ対策引当金……保管するＰＣＢ廃棄物等の

処理費用の支出に備えるため、期末においてそ

の金額を合理的に見積もることができる処理費

用について計上している。



前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

６ リース取引の処理方法

同左
 
 
 
 

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法……繰延ヘッジ処理によってい

る。なお、為替予約取引は振当処理によってい

る。

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法……同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ手段

為替予約取引
外貨建債権債務及
び外貨建予定取引

金利スワップ取引 借入金

商品スワップ取引 Ｃ重油

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象……同左 

 

 (3) ヘッジ方針……当社は、外貨建取引に係る為替相

場の変動によるリスクをヘッジするために為替

予約取引を、変動金利による調達資金の金利上

昇によるコスト増加をヘッジするために金利ス

ワップ取引を、Ｃ重油価格の変動によるリスク

をヘッジするために商品スワップ取引を利用し

ている。利用にあたっては実需に基づく取引に

限定し、売買差益の獲得等を目的とする投機的

取引は行わない方針である。

 (3) ヘッジ方針……同左

 (4) ヘッジ有効性の評価の方法……ヘッジ対象の相場

変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッ

ジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計を比較し、その変動額の比率によって有

効性を評価している。

     ただし、振当処理によっている為替予約取引

及び金利スワップ取引のうち繰延ヘッジ処理に

よっている取引については、ヘッジ開始時及び

その後も継続して、キャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定することができるた

め、有効性の評価を省略している。

 (4) ヘッジ有効性の評価の方法……同左



次へ 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

７ その他財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理の方法

  ……税抜方式によっている。

８ その他財務諸表作成のための重要な事項

 (1) 消費税等の会計処理の方法……同左

───────
        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ───────

 (2) 役員退職慰労引当金に係る会計処理……役員の退

職慰労金は、従来支出時の費用として処理して

いたが、当事業年度より内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金として計上すること

に変更し、当期分51百万円は一般管理費に、過

年度相当額226百万円は特別損失に計上してい

る。この結果、従来の方法によった場合に比

べ、営業利益、経常利益はそれぞれ51百万円減

少し、税引前当期純利益は278百万円減少して

いる。  

 なお、役員退職慰労金制度の見直しを当下半

期に行ったため、当中間期は従来の方法によっ

ており、変更後の方法によった場合と比較し

て、営業利益及び経常利益は27百万円、税引前

中間純利益は254百万円それぞれ多く計上され

ている。

 (3) 固定資産の減損に係る会計基準……固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日））および「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）を当事業

年度より適用している。これによる当期の損益

に与える影響はない。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(損益計算書関係) ──────

 前事業年度において区分掲記していた販売費及び一般

管理費の「調査研究費」は金額に重要性がなくなったた

め、当事業年度より、販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示している。 

 なお、当事業年度において販売費及び一般管理費の

「その他」に含まれている「調査研究費」は365百万円

である。



次へ 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

番号 前事業年度 番号 当事業年度

※１ 関係会社に関する項目

売掛金 5,110百万円

短期貸付金 8,734

買掛金 3,838

短期借入金 5,000

※１ 関係会社に関する項目

売掛金 6,119百万円

短期貸付金 8,055

買掛金 3,707

短期借入金 5,000

※２

 

このうち次のとおり担保に供している。

 担保に供している資産

工場財団組成資産

 建物 11,172百万円

 構築物 1,389

 機械及び装置 32,135

 車輌及び運搬具 75

 工具器具及び備品 1,151

 土地 1,068

  計 46,993

 担保されている債務

長期借入金
(一年内返済分を含む)

659

※２

 

このうち次のとおり担保に供している。

 担保に供している資産

工場財団組成資産

建物 11,132百万円

構築物 1,320

機械及び装置 28,871

車輌及び運搬具 73

工具器具及び備品 1,008

土地 1,068

 計 43,475

 担保されている債務

長期借入金
(一年内返済分を含む)

423

 ３ 偶発債務

  保証債務

   つぎの保証先に対し金融機関からの借入金

等について債務保証を行っている。

保証先
金額 
百万円

(外貨額)

TOYO-MEMORY 
TECHNOLOGY 
SDN.BHD.

168
(492千リンギット)
(1,440千米ドル)

従業員
(住宅資金等)

1,213

 ３ 偶発債務

  保証債務

   つぎの保証先に対し金融機関からの借入金

等について債務保証を行っている。

保証先
金額
百万円

(外貨額)

TOYO-MEMORY 
TECHNOLOGY 
SDN.BHD.

15 (492千リンギット)

従業員
(住宅資金等)

1,026

※４ 授権株式数   普通株式 403,200千株

発行済株式数  普通株式 100,800

※４ 授権株式数   普通株式 403,200千株

発行済株式数  普通株式 100,800

※５  当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

15,637株である。

※５  当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

17,677株である。

 ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

4,722百万円である。

 ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

7,680百万円である。

 ７ 貸出コミットメント関係

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結

している。この契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高等は次のとおりである。

(百万円)

貸出コミットメントの総額 3,000

借入実行残高 2,010

差引額 990

 ７ 貸出コミットメント関係

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

取引銀行３行とコミットメントライン契約を締結

している。この契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高等は次のとおりである。

(百万円)

貸出コミットメントの総額 6,000

借入実行残高 0

差引額 6,000



(損益計算書関係) 

  

 
  

番号 前事業年度 番号 当事業年度

※１ 関係会社に関する項目

製品売上高 42,958百万円

営業費用 30,164

営業外収益 399

※１ 関係会社に関する項目

製品売上高 47,505百万円

営業費用 31,438

営業外収益 483

※２ 販売費及び一般管理費等への振替額である。 ※２ 販売費及び一般管理費等への振替額である。

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている
研究開発費

2,286百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研
究開発費

2,261百万円

───── ※４ 土地                             5,983百万円

※５ 台風により損傷した固定資産の修繕費等である。 ─────

※６ 機械及び装置の臨時償却費である。 ─────



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 162 144 18

車輌及び運搬
具

7 3 3

工具器具及び
備品

335 181 153

合計 505 329 175

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車輌及び運搬
具

4 1 2

工具器具及び
備品

339 155 184

合計 343 156 187

同左

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 85百万円

１年超 89

合計 175

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 77百万円

１年超 109

合計 187

            同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 109百万円

(2) 減価償却費相当額 109百万円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

(1) 支払リース料 104 百万円

(2) 減価償却費相当額 104 百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度、当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円

 減価償却超過額 2,150

 退職給付引当金損金算入
 限度超過額

3,003

 賞与引当金損金算入限度超過額 472

 その他 764

繰延税金資産合計 6,391

繰延税金負債

 租税特別措置法上の積立金等 △2,301

 その他有価証券評価差額 △3,206

 その他 △801

繰延税金負債合計 △6,309

繰延税金資産(又は負債)の純額 82
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円

減価償却超過額 1,741

退職給付引当金損金算入
限度超過額

1,216

賞与引当金損金算入限度超過額 355

その他 2,464

繰延税金資産合計 5,777

繰延税金負債

租税特別措置法上の積立金等 △2,451

その他有価証券評価差額 △5,214

その他 △347

繰延税金負債合計 △8,013

繰延税金資産(又は負債)の純額 △2,236

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 法定実効税率               40.44％

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されな
い項目

3.49

 受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目

△1.40

 住民税の均等割 0.70

 試験研究費等の法人税額特別控除 △7.05

 その他 △0.27

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

35.91

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 当事業年度については、法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税

率の百分の五以下であるため記載を省略している。



前へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額          664円35銭 １株当たり純資産額            692円98銭

１株当たり当期純利益金額        15円11銭 １株当たり当期純利益金額          4円28銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、
潜在株式が存在しないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、
潜在株式が存在しないため記載していない。

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益(百万円) 1,561 431

普通株主に帰属しない金額(百万円) 38 0

(うち利益処分による役員賞与金(百万円)) (38) (0)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,523 431

普通株式の期中平均株式数(千株) 100,787 100,783



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他 
有価証券

㈱三井住友フィナンシャルグループ 5,264 6,844

住友信託銀行㈱ 1,863,682 2,538

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,089 1,048

㈱淀川製鋼所 1,190,000 863

㈱大和証券グループ本社 400,000 631

新日本製鐵㈱ 1,310,000 597

大日本印刷㈱ 216,890 461

㈱山口銀行 200,000 367

三井物産㈱ 176,535 300

山九㈱ 200,098 142

みずほ信託銀行㈱ 363,703 138

大日本スクリーン製造㈱ 106,111 132

大和ハウス工業㈱ 60,215 122

麒麟麦酒㈱ 58,983 94

ホッカンホールディングス㈱ 200,000 93

三洋電機㈱ 277,954 89

共同印刷㈱ 110,000 62

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グル
ープ

33 60

その他36銘柄 802,485 326

計 7,543,043 14,917



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 構築物の減少は主に工場用地の売却（浦安第１期分）に伴うものである。 

２ 機械及び装置の増加の主なものは№２ＵＨスリッター建設620百万円である。 

３ 機械及び装置の減少は主に除却によるものである。 

     ４ 土地の増加の主なものは工場用地の購入（柏）1,702百万円である。 

   ５ 土地の減少の主なものは工場用地の売却（浦安第１期分）1,122百万円である。 

   ６ 無形固定資産の金額は資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減 

  少額」の記載を省略している。 

７ 長期前払費用は前払年金費用（非償却資産）である。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
 (百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
 (百万円)

有形固定資産

 建物 28,296 847 44 29,099 15,585 884 13,513

 構築物 7,795 67 1,542 6,320 4,852 153 1,467

 機械及び装置 160,134 3,207 2,011 161,330 131,848 6,329 29,482

 車輌及び運搬具 578 20 14 584 493 23 91

 工具器具及び備品 8,857 376 423 8,809 7,383 547 1,426

 土地 10,912 1,717 1,122 11,507 ──― ──― 11,507

 建設仮勘定 344 6,222 5,341 1,224 ──― ──― 1,224

有形固定資産計 216,919 12,460 10,501 218,877 160,164 7,936 58,713

無形固定資産

 施設利用権 ──― ──― ──― 16 8 - 8

 その他 ──― ──― ──― 236 149 53 87

無形固定資産計 ──― ──― ──― 253 157 53 95

 長期前払費用 0 2,177 0 2,177 0 0 2,177



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は17,677株である。 

２ 任意積立金の当期増加、減少額は、前期決算の利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は洗替えによる取崩額である。 

２ 売上割戻引当金の「当期減少額（その他）」は制度廃止に伴う取崩額である。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 5,040 0 0 5,040

資本金のうち 
既発行株式

普通株式(注)１ (千株) (100,800) (0) (0) (100,800)

普通株式 (百万円) 5,040 0 0 5,040

計 (千株) (100,800) (0) (0) (100,800)

計 (百万円) 5,040 0 0 5,040

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金)

株式払込剰余金 (百万円) 6 0 0 6

計 (百万円) 6 0 0 6

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) 1,260 0 0 1,260

(任意積立金)

配当準備積立金 (百万円) 2,964 0 0 2,964

退職積立金 (百万円) 53 0 0 53

固定資産圧縮積立金 (百万円) 3,404 14 58 3,360

圧縮特別勘定積立金 (百万円) 0 29 0 29

別途積立金 (百万円) 46,111 1,000 0 47,111

計 (百万円) 53,792 1,043 58 54,777

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 127 94 8 119 94

売上割戻引当金 37 2 3 36 0

役員退職慰労引当金 0 278 0 0 278

ＰＣＢ対策引当金 0 328 0 0 328



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

 現金及び預金 

  

 
  

 受取手形 

  

 
  

 受取手形の期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 5                  

預金

当座、通知、普通預金 4,816       

譲渡性預金 4,000

計 8,821                  

相手先 金額(百万円)

中村商事㈱ 417                  

三国商事㈱ 136                  

三幸商事㈱ 75                  

日精樹脂工業㈱ 18                  

㈱加地テック 12                  

その他 24                  

計 684                  

期日別 受取手形金額(百万円)

平成18年４月 6                 

    ５月 13                 

    ６月 630                 

    ７月 30                 

    ８月以降 3                 

計 684                 



 売掛金 
  

 
(注) １ 売掛金の滞留日数   ：約43日 

 
  

 たな卸資産 

  

 
  

 短期貸付金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

東洋製罐㈱ 4,405                

丸紅㈱    1,279                 

鋼鈑商事㈱ 865                 

Showa Denko HD SINGAPORE PTE LTD 781                 

幸商事㈱ 696                 

その他 6,343                 

計 14,371                 

２ 滞留日数の計算方法  ：(期首残高＋期末残高)×
１
×365日÷売上高

２

品目 区分 金額(百万円)

製品

ぶりき、ハイトップ、ハイペット、その他表面処理鋼板 7,837        

薄板類等 1,522        

小計 9,359        

原材料 熱延コイル等 4,926        

仕掛品

ぶりき、ハイトップ、ハイペット、その他表面処理鋼板 2,616        

薄板類等 2,130        

小計 4,746        

貯蔵品

ロール 913        

その他 1,764        

小計 2,677        

計 21,710        

貸付先 金額(百万円)

ＫＹテクノロジー㈱ 4,500                 

鋼鈑商事㈱ 2,164                 

鋼鈑工業㈱ 1,390                 

計 8,055                 



② 負債の部 

 買掛金 

  

 
  

 短期借入金 

  

 
  

 
  

 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

  

相手先 金額(百万円)

ＪＦＥ商事㈱ 2,147                  

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 1,589                  

三井物産㈱ 1,548                  

日鐵商事㈱ 1,410                  

鋼鈑工業㈱ 1,331                  

その他 6,063                  

計 14,091                  

借入先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 6,450

東洋製罐㈱ 5,000

㈱みずほコーポレート銀行 4,170                 

住友信託銀行㈱ 3,540                 

㈱山口銀行 1,990                 

一年内返済予定の長期借入金 2,843                 

計 23,993                 

社債  13,000百万円

 連結附属明細表の社債明細表に記載のとおりである。

借入先 金額(うち一年内返済予定)(百万円)

㈱三井住友銀行 3,828    (1,392)                  

住友信託銀行㈱ 2,101      (764)                  

㈱山口銀行 1,221      (444)                  

日本政策投資銀行 423      (243)                  

計 7,573    (2,843)                  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 単元未満株式の買取手数料は、以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株式 

の数で按分した金額とする。 

 (算式) 東京証券取引所の開設する市場に於ける最終価格による１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗 

     じた合計金額のうち 

 
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100未満の株式数を表示した株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 50円に印紙税相当額を加算した額及びこれに係る消費税額等

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社証券代行部

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社本店及び全国各支店

  買取手数料 (注)

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

(円位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、企業内容等の開示に関する内閣府令(昭和48年大蔵省令第５号)第三号様式記載上の注意(49)e

に規定する親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第108期） (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日関東財務局

長に提出 

(2) 半期報告書 

   （第109期中） (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月26日関東財務局長に

提出 

(3）臨時報告書 

 ①証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の

規定に基づく臨時報告書 平成17年８月１日関東財務局長に提出 

 ②証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の

規定に基づく臨時報告書 平成17年12月16日関東財務局長に提出 

  



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月28日

東洋鋼鈑株式会社 

  

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋鋼

鈑株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

洋鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

監査法人 双研社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  英  俊  ㊞

業務執行社員 公認会計士  貴  志     豊  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

東洋鋼鈑株式会社 

  

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋鋼

鈑株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東

洋鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（６）（ロ）に記載されているとおり、会社の役員退職慰

労金については、従来支出時の費用として処理していたが、当連結会計年度より、内規に基づく期末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

２ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（６）（ハ）に記載されているとおり、当連結会計年度よ

り、固定資産の減損に係る会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

監査法人 双研社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  英  俊  ㊞

業務執行社員 公認会計士  貴  志     豊  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月28日

東洋鋼鈑株式会社 

  

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋鋼

鈑株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第108期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋鋼

鈑株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

監査法人 双研社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  英  俊  ㊞

業務執行社員 公認会計士  貴  志     豊  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

東洋鋼鈑株式会社 

  

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東洋鋼

鈑株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第109期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東洋鋼

鈑株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１ 「重要な会計方針」８（２）に記載されているとおり、会社の役員退職慰労金については、従来支出時の費用とし

て処理していたが、当事業年度より、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更し

ている。 

２ 「重要な会計方針」８（３）に記載されているとおり、当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準を適用し

て財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  

監査法人 双研社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  山  本  英  俊  ㊞

業務執行社員 公認会計士  貴  志     豊  ㊞

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管している。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/83
	pageform2: 2/83
	form1: EDINET提出書類  2006/06/29 提出
	form2: 東洋鋼鈑株式会社(311045)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/83
	pageform4: 4/83
	pageform5: 5/83
	pageform6: 6/83
	pageform7: 7/83
	pageform8: 8/83
	pageform9: 9/83
	pageform10: 10/83
	pageform11: 11/83
	pageform12: 12/83
	pageform13: 13/83
	pageform14: 14/83
	pageform15: 15/83
	pageform16: 16/83
	pageform17: 17/83
	pageform18: 18/83
	pageform19: 19/83
	pageform20: 20/83
	pageform21: 21/83
	pageform22: 22/83
	pageform23: 23/83
	pageform24: 24/83
	pageform25: 25/83
	pageform26: 26/83
	pageform27: 27/83
	pageform28: 28/83
	pageform29: 29/83
	pageform30: 30/83
	pageform31: 31/83
	pageform32: 32/83
	pageform33: 33/83
	pageform34: 34/83
	pageform35: 35/83
	pageform36: 36/83
	pageform37: 37/83
	pageform38: 38/83
	pageform39: 39/83
	pageform40: 40/83
	pageform41: 41/83
	pageform42: 42/83
	pageform43: 43/83
	pageform44: 44/83
	pageform45: 45/83
	pageform46: 46/83
	pageform47: 47/83
	pageform48: 48/83
	pageform49: 49/83
	pageform50: 50/83
	pageform51: 51/83
	pageform52: 52/83
	pageform53: 53/83
	pageform54: 54/83
	pageform55: 55/83
	pageform56: 56/83
	pageform57: 57/83
	pageform58: 58/83
	pageform59: 59/83
	pageform60: 60/83
	pageform61: 61/83
	pageform62: 62/83
	pageform63: 63/83
	pageform64: 64/83
	pageform65: 65/83
	pageform66: 66/83
	pageform67: 67/83
	pageform68: 68/83
	pageform69: 69/83
	pageform70: 70/83
	pageform71: 71/83
	pageform72: 72/83
	pageform73: 73/83
	pageform74: 74/83
	pageform75: 75/83
	pageform76: 76/83
	pageform77: 77/83
	pageform78: 78/83
	pageform79: 79/83
	pageform80: 80/83
	pageform81: 81/83
	pageform82: 82/83
	pageform83: 83/83


